
 

 

論文 膨張コンクリートによるひび割れ制御に関する研究 

 

井手一雄＊１ 樋口正典＊２ 辻幸和＊３ 

 

要旨：鋼材で拘束された膨張コンクリートの一軸引張試験を、単位膨張材量および試

験材齢を変化させて行い、一軸引張応力下における膨張コンクリートのひび割れ制御

効果を検討した。その結果、ケミカルプレストレスの導入に伴い、また、材齢が経る

につれ、ケミカルプレストレスを導入したコンクリートのひび割れ発生までの引張ひ

ずみは増大することが確かめられた。また、ひび割れ幅の低減効果は、導入されたケ

ミカルプレストレインにほぼ相当する量であると考えて差し支えないが、材齢２日程

度の若材齢では、導入されたケミカルプレストレインを上回る低減効果が認められた。 

キーワード：膨張コンクリート，ひび割れ制御，温度ひび割れ，一軸引張試験 

 

1. はじめに 

 セメントの水和発熱に起因する外部拘束応力

による温度ひび割れを制御する方法の一つに、

膨張コンクリートによるケミカルプレストレス

やケミカルプレストレインを利用する方法があ

る１）。膨張コンクリートがひび割れ制御に効果

を発揮することは、実物大規模の実験によって

確認されており２）、実施工においても実績を挙

げている３）。その一方で、事前にひび割れ制御

効果を評価する手法が確立されていないため、

必ずしも十分な効果が得られなかった例も見受

けられる。 

 本研究では、鋼材で拘束された膨張コンクリ

ートの一軸引張試験を、単位膨張材量および試

験材齢を変化させて行い、一軸引張応力下にお

ける膨張コンクリートのひび割れ制御効果を検

討した。 

 

2. 実験概要 

 実験水準を、表－１に示す。シリーズＡでは、

単位膨張材量Ｅを０kg/ｍ３、３０kg/ｍ３および

４０kg/ｍ３とし、試験材齢を材齢５日とした。

また、シリーズＢでは、Ｅを０kg/ｍ３および 

４０kg/ｍ３とし、試験材齢を材齢２日、５日お

よび 28 日とした。供試体の数は、それぞれ４体

とした。 

 
表－１ 実験水準 

 単位膨張材量Ｅ 
(kg/m3) 

試験材齢 
(日) 

シリーズＡ 0,30,40 5 
シリーズＢ 0,40 2,5,28 
 
供試体の形状寸法を、図－１に示す。供試体

は、JIS A 6202｢コンクリート用膨張材｣の附

属書２（参考）｢膨張コンクリートの拘束膨張及

び収縮試験方法｣に規定されているＢ法に準じ

て作製した。その際、長さ方向の中央部には、

深さ10mm、幅2mmの切り欠きを両側面に設けた。

切り欠きは、型枠に取り付けたアルミニウム製

の平板で設け、切り欠き部におけるケミカルプ

レストレスの伝達を防止するため、アルミニウ

ム製平板にはグリースを塗布した。また、拘束

棒は全長にわたってねじ転造されおり、ひずみ

ゲージを貼付するため、一部ねじを切削した。
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そのため、一般部の公称断面積 95.03mm2に対し

て、ゲージ貼付部の断面積は、シリーズＡで

84.88mm2、シリーズＢで 61.86mm2となった。 

一軸引張試験装置を、図－２に示す。供試体

の設置は、定着部のすべりや荷重の偏心を極力

なくすため、供試体の拘束端板にあらかじめ溶

接してあるナット(①)に、球座がついたボルト

(②)をねじ込む方法で行った。引張試験は変位

制御で行い、載荷速度が JIS A 1113-1993 「コ

ンクリートの引張強度試験方法」の載荷速度（毎

分 0.4～0.5N/mm2）と同等となるように変位速

度を調整した。供試体は、コンクリートの打込

み翌日まで湿布養生し、その後は試験の直前ま

で水中養生した。また，試験中には水を噴霧す

るなどして，極力乾燥の影響を防いだ。 

計測項目は、ケミカルプレストレイン、引張

荷重、拘束棒ひずみおよび切り欠き位置におけ

るひび割れ幅とした。ケミカルプレストレイン

および拘束棒のひずみの計測は、拘束棒の中央

部に貼付したひずみゲージ(③)により行い、引

張荷重の計測は、引張試験機に設置されたロー

ドセル(④)により行った。また、ひび割れ幅の

計測は、切り欠きを跨いで設置した標点間距離

50mm のパイ型変位計(⑤)で行った。 

コンクリートの配合を、表－２に示す。セメ

ントには普通ポルトランドセメント、骨材には

鬼怒川水系産川砂（表乾密度 2.57kg/l、吸水率

2.25%、F.M.2.45）および秩父産砕石（最大寸法

20mm、表乾密度 2.71 kg/l、吸水率 0.64%、

F.M.6.59）を、それぞれ使用した。また、膨張

材には、エトリンガイト系（構造用）を使用し

た。 
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図－２ 一軸引張試験装置 

 

 

表－２ コンクリートの配合表 

単位量 (kg/m3)  
配合 

種別 

水セメ

ント比 

(%) 

細骨

材率 

(%) 

空気量 

(%) 水 セメント 膨張材 細骨材 粗骨材 混和剤 

E0A 318 0 

E30A 288 30 シリーズＡ 

E40A 

51.9 44.0 4.5 165 

278 40 

778 1044 0.64 

E0B 337 0 
シリーズＢ 

E40B 
51.9 46.0 4.5 175 

297 40 
796 985 0.25 
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3. 実験結果および考察 

3.1 プレストレインとプレストレス 

 引張試験直前のケミカルプレストレインの計

測結果と、式(1)によって求めた引張試験直前の

ケミカルプレストレスを、表－３にまとめる。 

 

σcp＝εsp×Es×As／Ac     (1) 

ここに、 
σcp：ケミカルプレストレス(N/mm2) 
εsp：ケミカルプレストレイン 
Es：拘束棒のヤング率(N/mm2) 
シリーズＡ：1.78×105N/mm2 
シリーズＢ：2.02×105N/mm2 

As：拘束棒の断面積(mm2) 
シリーズＡ：84.88mm2 
シリーズＢ：61.86mm2 

Ac：コンクリートの断面積(mm2) 
シリーズＡ：7915mm2 
シリーズＢ：7938mm2 

 

3.2 ひび割れ発生時の荷重と拘束棒ひずみ 

 ひび割れ発生時の荷重と拘束棒ひずみの関係

を、図－３～図－６に示す。縦軸および横軸と

も、載荷時を原点に採っている。したがって、

膨張コンクリートでは拘束棒のひずみは、横軸

の値に表－３に示したケミカルプレストレイン

が生じていることになる。図中、黒塗りのデー

タは、各水準の平均値を示している。また、破

線は、原点と各水準の平均値を直線で結んだも

のである。 

シリーズＡの結果から、ケミカルプレストレ

スの導入に伴いひび割れ発生時の荷重は増加す

るとともに、ひび割れ発生時の拘束棒ひずみは

増加しており、また、破線の傾きは小さくなる

傾向を示した。また、シリーズＢの結果から、

材齢が経るにつれ、ケミカルプレストレスの有

無による破線の傾きの差は大きくなる傾向を示

した。すなわち、ケミカルプレストレスの導入

に伴い、また、材齢が経るにつれ、ケミカルプ

レストレスを導入したコンクリートのひび割れ

発生までの引張ひずみは増大することが確かめ

られた。 

表－３ ケミカルプレストレインとケミカル
プレストレス 

配合 
種別 

材齢 
(日) 

ケミカル 
プレストレイン 
(×10-6) 

ケミカル 
プレストレス 
(N/mm2) 

E30A 5 234 0.45 
E40A 5 422 0.81 

2 374 0.58 
5 429 0.68 E40B 
28 535 0.89 
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図－３ ひび割れ発生荷重と拘束棒ひずみ 

(シリーズＡ） 
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図－４ ひび割れ発生荷重と拘束棒ひずみ 

(シリーズＢ 材齢２日） 
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図－５ ひび割れ発生荷重と拘束棒ひずみ 

(シリーズＢ 材齢５日) 
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表－４には、ひび割れ発生時の荷重の計測値

とケミカルプレストレス分を荷重に換算した場

合に得られる膨張コンクリートのひび割れ発生

荷重の推定値を、シリーズＢについて示す。 

膨張コンクリートのひび割れ発生時の荷重は、

材齢が経るにつれ大きくなる傾向を示した。し

かし、ケミカルプレストレスの導入に伴うひび

割れ発生荷重の増分は、材齢２日ではケミカル

プレストレスを荷重に換算した量の 86%程度で

あるのに対し、材齢 28 日では 31%程度となり、

材齢が経るにつれ小さくなる傾向を示した。 

これらの結果から、ケミカルプレストレスを

導入したコンクリートのひび割れ制御機構には、

引張応力下における膨張コンクリートのひび割

れ発生までの引張ひずみが重要な役割を果たし

ていることが確かめられた。そのため、ケミカ

ルプレストレスによるひび割れ制御効果を検討

する場合には、引張応力下における膨張コンク

リートのひび割れ発生までの引張ひずみを適切

に評価することが重要であると考えられる。 

そこで、引張応力下における膨張コンクリー

トのひび割れ発生までの引張ひずみを表現する

方法のひとつとして、低減率を用いて引張ヤン

グ率を低減する方法２）について検討した。ここ

で、低減率は、平面保持を仮定して求めたコン

クリート引張応力の最大値をその時の拘束棒ひ

ずみで除したヤング率について、ケミカルプレ

ストレスを導入したヤング率を導入しないヤン

グ率で除した値とした。なお、切り欠き部の応

力集中は考慮していない。その結果、本実験の

範囲では、材齢 2日、5 日および 28 日（シリー

ズＢ）において、低減率はそれぞれ 0.84、0.79

および 0.67 となった。低減率は、拘束度や載荷

速度、配合、材齢、養生などの影響を受けるも

のと考えられる。これらの影響については、今

後さらに検討したい。 

 

3.3 ひび割れ発生後の拘束棒ひずみと荷重 

ひび割れ発生後の拘束棒ひずみの絶対量と荷

重の関係を、表－５にまとめる。また、一例
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図－６ ひび割れ発生荷重と拘束棒ひずみ 

(シリーズＢ 材齢 28 日) 
 

表－４ ひび割れ発生荷重の計測値と推定値 
ひび割れ発生荷重 

水準 計測値 
(kN) 

推定値 
(kN) 

ひび割れ発生 
荷重の増分
((Bn-An)/(Cn-An)) 

(%) 
E 0B-2 15.7(A1) － － 
E40B-2 20.0(B1) 20.7(C1) 86 
E 0B-5 23.7(A2) － － 
E40B-5 25.9(B2) 29.5(C2) 38 
E 0B-28 28.2(A3) － － 
E40B-28 30.5(B3) 35.7(C3) 31 
 

表－５ 拘束棒ひずみの絶対量と荷重 
 荷重 （ｋN） 

εs(×10-6)
水準 

1300 1500 1700 1900 2100 

E 0A-5 23.0 25.8 28.6 31.4 34.3 
E30A-5 23.1 26.0 28.9 31.7 34.6 
E40A-5 22.3 25.3 28.2 31.2 34.1 
E 0B-2 19.5 22.2 24.8 27.4 30.0 
E40B-2 20.0 22.6 25.2 27.8 30.4 
E 0B-5 21.3 23.7 26.2 28.7 31.2 
E40B-5 20.6 23.2 25.8 28.4 31.0 
E 0B-28 21.2 23.9 26.5 29.2 31.8 
E40B-28 22.1 24.6 27.0 29.5 32.0 

 
として、シリーズＡの結果を、図－７に示す。 

同一材齢におけるひび割れ発生後の拘束棒ひ

ずみは、いずれの試験材齢においても、ケミカ

ルプレストレスの導入に伴い小さくなった。減

少の程度は、いずれの水準もほぼケミカルプレ

ストレインに相当する量であった。すなわち、

本実験の範囲では、同一試験材齢において拘束
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棒ひずみの絶対量（コンクリート打込み前の拘

束棒ひずみを０とした場合の引張試験における

拘束棒ひずみ；εs）が等しい場合には、ケミカ

ルプレストレスの導入量に関わらず、荷重が同

等となることが確かめられた。 

 

3.4 ひび割れ幅の低減効果 

拘束棒ひずみの絶対量とひび割れ幅の関係を、

図－８～図－１１に示す。ひび割れ幅の増分は、

ケミカルプレストレスの有無や試験材齢に関わ

らず、拘束棒ひずみの増分に対してほぼ一定と

なった。また、拘束棒ひずみの絶対量が等しい

場合には、ケミカルプレストレスの増大に伴い

ひび割れ幅が減少する結果となり、材齢２日の

場合には、他の材齢よりも減少の程度が大きく

なった。 

拘束棒ひずみの絶対量が等しい場合には、荷

重が同等となるため、拘束棒ひずみの絶対量が

等しい場合にケミカルプレストレスの増大に伴

いひび割れ幅が減少するということは、ケミカ

ルプレストレスを導入することにより、同一荷

重におけるひび割れ幅を小さくできることを意

味する。 

表－６は、ひび割れ幅の計測値と計算値を示

している。ひび割れ幅の計算は、式(2)を用いて、

それぞれの試験材齢において単位膨張材量が

0kg/m3における拘束棒ひずみの絶対量（εs）と

ひび割れ幅の計測結果から、まず係数αを算出

する。そのαの値を用いて、ケミカルプレスト

レインが導入された場合のひび割れ幅の計算値

とひび割れ幅の計測値を比較したものである。 

E40B-2 以外の水準では、計算値と計測値は、

良好に一致した。E40B-2 では、計算値よりも計

測値の方が明らかに小さく、計算値を計測値と

一致させるためには、ケミカルプレストレイン

をおよそ 1.7 倍する必要がある。これらの結果

から、膨張コンクリートによるひび割れ幅の低

減効果は、導入されたケミカルプレストレイン

に相当する量であると考えて差し支えなく、若

材齢ほどその効果が高いものと考えられる。 

ｗ=α（εs－εsp）        (2) 

ここに、 
ｗ：ひび割れ幅(mm) 
α：付着性状や供試体の形状などに
関する補正係数 

εs：拘束棒ひずみの絶対量 
εsp：ケミカルプレストレイン 
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図－７ 拘束棒ひずみの絶対量と荷重 

(シリーズＡ) 
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図－８ 拘束棒ひずみの絶対量とひび割れ幅 

(シリーズＡ) 
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図－９ 拘束棒ひずみの絶対量とひび割れ幅 

(シリーズＢ 材齢２日) 
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図－１０ 拘束棒ひずみの絶対量とひび割れ幅 

(シリーズＢ 材齢５日) 
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図－１１ 拘束棒ひずみの絶対量とひび割れ幅 

(シリーズＢ 材齢 28 日) 

 

4. まとめ 

 本研究では、鋼材で拘束された膨張コンクリ

ートの一軸引張試験を、単位膨張材量および試

験材齢を変化させて行い、一軸引張応力下にお

ける膨張コンクリートのひび割れ制御効果を検

討した。本実験の範囲で得られた結果をまとめ

ると、以下のようである。 

（１）ケミカルプレストレスの導入に伴い、ま

た、材齢が経るにつれ、ケミカルプレストレス

を導入したコンクリートのひび割れ発生までの

引張ひずみは増大し、ケミカルプレストレスを

導入したコンクリートのひび割れ制御機構に重

要な役割を果たしていることが確かめられた。 

（２）同一試験材齢において拘束棒ひずみの絶

対量が等しい場合には、ケミカルプレストレス

の導入量に関わらず、引張荷重が同等となるこ

とが確かめられた。 

表－６ ひび割れ幅の計算値と計測値 

 ひび割れ幅(mm) 

εs(×10-6) 

水準 
1500 1700 1900 2100 

計測値 0.15 0.18 0.23 0.28 

計算値 0.14 0.18 0.22 0.27 E30A-5 

α 112 121 132 145 

計測値 0.11 0.15 0.19 0.23 

計算値 0.12 0.15 0.20 0.24 E40A-5 

α 112 121 132 145 

計測値 0.11 0.14 0.18 0.21 

計算値 0.14 0.17 0.21 0.24 E40B-2 

α 126 131 136 139 

計測値 0.09 0.12 0.15 0.17 

計算値 0.10 0.13 0.16 0.18 E40B-5 

α 96 103 108 112 

計測値 － 0.10 0.13 0.15 

計算値 － 0.10 0.13 0.16 E40B-28 

α － 90 96 100 

 

（３）ひび割れ幅の低減効果は、ケミカルプレ

ストレインの導入量や試験材齢に関わらず、ほ

ぼ導入されたケミカルプレストレインに相当す

る量であると考えて差し支えないこと、また、

材齢２日程度の若材齢では、導入されたケミカ

ルプレストレインを上回る低減効果のあること

が、それぞれ認められた。 
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